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徒指導論Ⅲ

一生徒指導の危機にどのように対応するか一

はじめに

九州ルーテル学院大学 紀要VIS10 第35号 (2006年 12月 発行)「教育現場から提言する 。・生

徒指導の実態 とこれからの生徒指導・・」の中で、生徒指導の歴史、意義、現場の実態等を論述

し、紀要VIS10 第38号 (2008年 12月 発行)の 中で「生徒指導と法律」について考察 した、今回は、
「生徒指導の危機管理」について論 じてみたい。

危機管理 とは、 リスク 0マ ネージメン トまたはクライシス・マネージメン トの訳語で、天災、

戦争などの危機的状況に対処するための事前予測から、未然防止、危機発生時への準備、危機ヘ

の対応、再発防止までを含めた一連の活動のことである。

政治用語、経済用語としての歴史はあるが、そ う剛|1染みのある言葉ではなく、阪神・淡路大震

災や地下鉄サ リン事件のときに、初めて意識 したとい う人が少なくないようだ。「学校における危

機管理」あるいは 「生徒指導の危機管理」とい う用語は、最近になってさかんに使われはじめ、

ようや く教育用語 として定着 してきたところである。

しか し各学校では、「危機管理」とわざわざことわらないまでも、防火・安全管理、問題行動ヘ

の対処等、いわゆる 「危機管理」は当然のこととして行われてきていた。

最近になって、学校の危機管理、特に生徒指導の危機管理がかまびす しく議論 されるようにな

ったのは、現実に様々な教育問題が続発 していることに加え、学校の対応に社会の厳 しい目が注

がれるようになってきたこと、これに伴 う、学校・教師の危機意識の高まりが背景にある。

教育界でこの危機管理が深 く認識 されるきつかけとなったのは、2001(平成13)年 6月 の大阪

教育大学付属池田小学校事件である。この事件を教育界の 「危機管理元年」と位置づけることが

できる。その後、全国各地の学校で連発 した 「いじめ 0自 殺」事件等は、昨今のわが国の学校の

危機がきわめて深刻な状況にある事実を物語つている。学校の危機を未然に防ぎ、危機の被害を

最小限にくい止め、危機を克服 し、学校の安全を確保 し、児童生徒の尊い生命を守 り育むために、

これからの学校が果たすべき責務は何なのかを考察 したい。

子どもにとって学校はあくまでも安全な学びの場でなければならない。 ところが近年、安全で

あるはずのわが国の学校において、子どもの生死にかかわる重大かつ深刻な事件や事故が頻発 し

ている。特に生徒指導上の問題は、直接生徒の心身の安全にかかわる問題が多いだけに、ひとた

び発生すると、学校は社会の厳 しい非難の矢面に立たされることになってきている。
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危機管理の定義

今 日、学校経営の中で、学校の危機管理が重要な位置をしめつつある。特に児童生徒の安全管

理、生徒指導や教職員の校務遂行、学校 と保護者および地域住民との関係なども危機管理の観点

からとらえ直されるようになってきた。学校は、学校生活にかかわる子どもの安全を守る責任が

あるので、機能的・機動的な実効性のある危機管理体制を構築する必要がある。その際、危機管

理をどのようにとらえておけばよいのであろうか。

危機管理は、これまで保険用語の リスクマネジメン トや軍事用語のクライシスマネジメン トを

用いて定義 されてきた。 リスクマネジメン トは、万が一の際に組織が被る損失を最小限にするた

めの事前の予防的措置に重点を置き、クライシスマネジメン トとは 「いざとい うとき」すなわち

危機が生 じたときの対処と危機の拡大防止を含めた事後措置に重点を置いている。

いずれにせよ、危機管理についてはさまざまな定義がみられるので、ここでは文部科学省が学

校における危機管理の事例集等で用いている定義に従っていきたい。それによれば危機管理は、

事前の危機管理 (リ スクマネジメン ト)と 事後の危機管理 (ク ライシスマネジメン ト)に分けら

れる。前者は 「事件・事故発生を極力未然に防ぐことを中心とした危機管理」であり、危険の発

生を予知 し、未然に防止 した り、早期に危険を発見 し、その危険を確実に除去することに重点が

置かれている。後者は 「万が一、事件・事故が発生 した場合に、適切かつ迅速に対処 し、被害を

最小限に抑えること、さらにはその再発防止 と通常の生活の再会に向けた対策を講 じることを中

心とした危機管理」であり、発生 した危機への対処 と拡大防止および再発防止のための対策に重

点が置かれている。
l

Ⅲ 危機管理の校内体制づくり2

学校における危機管理は、子 どもの安全確保を第 1の 目的とし、学校、家庭、地域および関係

機関 0団体等の実態に即 して行われる必要があり、登下校時、学習時 (学校内外 )、 給食の時間、

学校行事等、と学校教育活動全般を対象 とする。それは、校長をリーダーとして、教頭、主幹教

諭、主任等が中心となって体制づくりを進め、校務を分掌 して展開する。その校務分掌では、危

機管理を中心とする子どもの安心・安全を担当する教職員が中心となって活動を推進する。 もち

ろん、学校の全教職員が参加することが必、要であり、教職員はそれぞれの状況に応 じて平常時か

ら役害J分担をし、お互いに連携をとりながら活動を進めることが肝要である。昨今においては発

生する事件・事故は多様化 してお り、それへの十分な対応のための計画が多面的・多角的に練 り

上げられなければならない。そのためにも学校は、校長、教頭等の管理職が リーダーシップをい

かんなく発揮 して、学校内にとどまらず学校外においても子どもの安全を守るために、具体的な

取 り組みを進めていくことが求められる。

危機管理を円滑に進めていくための校内体制 として、多くの学校では、「学校安全計画」を策定

している。同計画は子どもの身のまわ りでの事件・事故や 自然災害が、あらゆるときにあらゆる

場面で発生 しうる可能性を想定 して、すべての教職員が学校安全の重要性を共通認識 し、さまざ

まな取 り組みを総合的に進めるために策定される。各学校では 「学校安全計画]に基づく分掌組

織 として、「保健安全委員会 (部 )」 や 「学校安全委員会 (部 )」 などの安全に関する組織を位置づ
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け、機能させている。

平時における危機管理意識を高め、さらに危機発生時の対処の実効性を高めるために、「学校危

機管理マニュアル」を作成 している学校が多い。文部科学省も2007(平成 19)年 に [学校の危機

管理マニュアルー子 どもを犯罪から守るために]を作成 し、教育委員会および各学校に配布 して
いる。 このようなソフ ト面の対応だけでなく、学校の危機管理体制づくりには、防犯カメラや防

犯センサーなどによる防犯監視システムなど施設設備面の物的環境づくりが欠かせない。

また、地域の関係機関 0団体との連携や保護者や地域住民へも協力を求めることが肝要である。

すなわち、保護者や地域住民からなるボランティアによる校内および通学路周辺を巡回する 「ス

クールガー ド」や警備会社派遣の警備員の配置等の人的環境づ くりも併せて必要である。

一方では、学校の危機管理体制を確立するための法的整備 も進められているc

2008(平成20)年制定の学校保健安全法 (2009(平成21)年 4月 1日 施行)に より、「学校安全計

画」 (同法第27条 )お よび「学校危機管理マニュアル」としての「危険等発生時対処要領」の策定

(同法第29条 第 1項 )が義務化され、学校における危機管理のための校内体制づくりの充実がよ
りいっそ う図られることになる。

Ⅳ 学校における危機管理のプロセス

1.危機管理の 4段階3

生徒指導の危機管理は、次の 4段階が考えられる。学校間抗争の事例をもとに、それぞれの段

階における一般的留意事項についてまとめてみる。

(1)問題行動や事故等を予知・予測する
正確な予知 0予測は有用な情報の量、より早い情報の入手、情報の的確な解釈の三点が決め手

である。複数生徒の証言から隣接校 との抗争を事前に予知できた場合は別だが、予測の場合は、

落ち着きのない生徒の様子、けんか用の器具 (ナイフ等)等の準備、無断早退などの様々な徴候
から、抗争を予測することになる。

(2)問題行動や事故等を未然に防ぐ

予知・予測ができたら、関連校への連絡、抗争場所への急行、緊急の場合は警察等への連絡な

どすることによつて、抗争を未然に防止する方法を即座に決定し、実行に移 さなければならない。

(3)問題行動や事故等へ対応する

問題が発生 して しまったら、抗争の制止、けがの確認 と負傷者の手当て、状況把握 と事情聴取、

関係生徒の指導、補導された場合には警察との連絡、保護者への報告等を行 う。このとき、記録

をきちんととっておくことが大切である。 これは、学校の責任を問われたときなど、重要になる

ので、あらかじめ役害Jを 決めておき、時系列になるべく詳 しく記録するよう努める。

(4)問題行動や事故等の再発を防ぐ
一通 りの緊急対応を終えたら、再発防止のための取 り組みに移る。関連校が一同に会 しての合

同の協議会の開催、定期的な情報交換の確認、関係生徒への継続的な指導など、問題に応 じた事
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後の取 り組みを適切に行 うことが大切である。

2.事前の危機管理一リスクマネジメン ト4

(1)到来する危機の予知および予測 (情報収集活動 )
学校で発生する可能性のある事件や事故の危険性を予測 した り予知することが第 1の段階であ

るが、そのためには情報収集活動が必要となる。

危機管理の鉄則は 「悲観的に準備 し、楽観的に対処すること」 と言われる。最悪の事態を想定

した事前準備を怠 りなくやっておきたい。「転ばぬ先の杖」をより丈夫なものとするためには、次

のような対策が効果的である。

① 全教職員の危機管理意識を高める
荒廃を克服 した学校がしばらくは安泰だったが、やがて再度同じ波を被った、とい う事例を耳

にすることがある。「当時は、休み時間に校舎巡回をした り、壊れた壁や天丼をすぐに修理 してい

たのに、“このくらいは"と い う気持ちになっていた」 との述懐は、まさに 「喉元 過ぎて熱 さを

忘れて しまった」ことへの反省を表す言葉である。

蟻の穴から堤 も崩れると言います。「憂いがないので備えもなし」ではなく、新聞等で報道 され

る教育問題を他山の石として、「憂い」は必、ずあるものとの危機意識をもつようにしたいものであ

る。

② マニュアルの共通理解を図る
マニュアルは、いざとい うときの行動規準を示すものです。あわてふためいて右往左往するこ

とのないよう、全教職員が熟知 しておく必、要がある。マニュアルは完成品そのものより、作成の

過程が重要である。不測の事態を想定 し、それに対する実際の動き、役害J分担、留意点などを話

し合 うなかで、実際に問題が起こったときの、臨機応変な判断力や行動力を身につけることが期

待 される。なお、マニュアルは 「つくりっぱなし」 とせず、時機に応 じて検討 し、訂正箇所を明

らかにするとともに、単に技術論 としてでなく、その奥にある生徒指導の心を確認することが大

切である。 これが 「マニュアルに血を通わせておく」ことである。

③ 緊急用備品等を準備 しておく
防災用品を参考にして、それぞれの問題別に有用 と思われる物を準備 しておく。たとえば、校

外の問題に対処する場合には、学区の詳細な地図や生徒名簿、連絡用のテレフォンカー ド、懐中

電灯など、様々な場面を想定 した物を袋に入れておくと、いざとい うときに便利である。

④ 情報収集・活用に努める
学区内で起こった痴漢事件の情報から、 ド校指導やパ トロールによって、生徒の被害を防いだ

例がある。 このように、的確な情報を入 f‐することは問題の未然防止の要諦である。

また、一人ひとりの生徒について理解を深め、問題の徴候を早期にとらえて、その未然防止に

努めることが大切である。特に、心臓疾患やアレルギー体質等、生命にかかわるような健康状態

についての情報は全教職員が共有 し、実際の指導に生か していかなければならない。

⑤ 法的知識、保護者の意識等に精通する
生徒指導にかかわる通知等を熟読するなどして、それぞれの問題についての一般的理解を深め、

法的な知識を身につけておくと、有効な情報収集 と正確な分析のために役立つだけでなく、実際

の対応でも自信をもつた行動がとれるようになる。

社会の動きや保護者の意識を知っておくことも大切であるc教育情報が大量に伝達され、保護
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者の人権意識が深まるにつれて、学校への批判が増えてきた。また、卜 じヽめ撃退マニュアル』や

『暴力教師を訴えろ !』 等のように、学校への対処法を詳細に説明した書籍も散見される。 この

ような動向に絶えず 目を向けておきたいものである。

⑥  日常の教育活動に誠意をもつて取 り組む

日常の教育活動に誠意をもつて取 り組み、生徒や保護者の信頼を得ることは、いざとい うとき

に大きな力となる。「あんなに一生懸命やってくれていたのだから」とい う気持ちが生まれます。

もちろん、これに甘えてはいけないが、 日頃から情熱をもつて教育に取 り組む姿勢や、事故防止

へのたゆまぬ努力は、問題発生時に必ず生きてくる。

⑦ 教育活動の記録を残す

指導計画、実践、評価など、教育活動の記録はきちんと蓄積 しておかなければならない。学校

事故が起こったときなどは、学校の責任の範囲を証明するもので、何よりも、指導記録を分析 し、

その是々非々を明らかにすることは、問題の未然防止に役立つ。

(2)危機の回避・予防 (未然の解決 )・ 危機対処の準備・研修

学校は、発生する可能性のある危機を未然に防止 し、回避するための事前の準備を入念にして

おくことが大切である。そのためにも、校長は機動性ある危機管理体制を構築 し、 日常における

教職員の危機管理意識の高揚を図ることが必、要である。

学校の教育活動にかかわつて、事件・事故の発生を未然に防ぐには、何よりも信頼関係づくり

が先決である。校長 と教職員、教職員 と児童生徒や保護者、学校 と地域のそれぞれの信頼関係づ

くりと連携が望まれる。児童生徒の問題行動については、発生前の予兆を察知し、事前に沈静化

させる。そのためにも常 日頃から児童生徒を十分に観察・理解 し、信頼関係をつくつておかなけ

ればならない。

教職員がこぞって校内や通学路などの整備、さまざまなケースに対応 した防犯・避難訓練、心

肺蘇生、心のケアなどについて安全確保のため校内研修を行い、安全に関する知識 0技能を高め

る必要がある。「いざとい うとき」に 「学校危機管理マニュアル」を活用 して行動できるように、

あらゆる多様な危機の場に対応する力量の形成を図る研修・訓練プログラムの開発 と実施が求め

られる。なお 「学校危機管理マニュアル」には、危機発生時の対処の方法や、迅速な情報の伝達

と共有、けがをした子どもの応急処置、教育委員会および警察をはじめとする関係機関への適切

な情報提供や、被害にあつた子 どもをはじめ危機の現場に遭遇 した子 どもの心のケアなど、危機

発生時の 一連の2、要な方策の具体的な内容とその実施体制が定められている。

3.事後の危機管理―クライシスマネジメン ト5

(1)危機対処 と拡大防止 (Crisis Control)

万一、学校にて危機が発生 した場合や被害が生 じたときは、被害を最小限に食い止める。それ

には 「学校危機管理マニュアル」に沿つて危機管理責任者である校長を中心に、子どもや教職員

の安全を確保 し、速やかに状況を把握するとともに、救急救命、被害の拡大の防止・軽減を図る

など遺漏のない対応が求められる。

危機発生時には、児童生徒の安全確保が第 1に行われなければならない。それには、瞬時の判

断力を働かせて危機に対処 し、事故や加害行為を回避するか、最小限度にとどめるための行動が

求められる。この「いざとい うとき」には、「虚心平気」の状態で、平常心でもつて対応すること
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が肝心である。危機に対処する場合には、勇気がいる。その勇気を発動 して危機に対処する行動

に転化 しなければならない。

事前の備えを万全にしたとしても、事件・事故が発生 してしまうことがあり。予測を越えたと

きに発生するわけだから、文字 どお りの 「危機」的状況を迎えるわけである。

このときの危機管理の原則 としての心構えは、「最悪」を想い、「1真重」かつ「素早」く、「誠意」

をもつて対処することが求められるが、加えて 「組織」の一員として、ひとりよが りな言動を慎

むことが大切である。なお、実際の対応に当たっては、次の点に十分留意する必要がある。

① 最初の対応を慎重に行 う
「初めよければ終わりよし」と言 うが、逆に、最初の対応の失敗は後々まで影響する。「いじめ

はない」と言い切ってしまった後に、その事実が次々に明らかにされた り、「○○君の責任でこの

事故が起こった」と保護者の前で断言 した後に、それが事実に反することがわかった場合など、

その処理に多大なエネルギーを要することは想像に難 くない。最初の対応は、以後の展開を左右

する最も重要な局面であることを銘記 しておきたいものである。

② 指揮系統をはっきりさせる
混乱した状況では、対応について逐一協議する余裕はない。役害1分担が明確になっていても、

全員が揃って対応できるとは限らない。緊急時には、管理職の リーダーシップの下で、実務は生

徒指導主事のイニシアティブで進められることが多い。「ホウレンソウ」 (報告 0連絡 0相談)を
密にして、指示・指揮が十分行き渡るようにすることが大切である。

③ 推測で動かず、正確な情報を得る
誤報は解決に向けた取 り組みを混乱させる。「……・らしい」のレベルで判断を下した り、行動を

起こすことは危険である。必ず、情報の真偽を確認 しなければなない。このためには、情報収集

の経路をはっきりさせておくとともに、情報伝達の方法も十分周知しておく必要がある。

④ 戦略と戦術にたける
戦略は最終日標を成就するための大まかな計画 0方法のことで、戦術とは目標達成に至る小日

標を達成するための具体的な手段のことをいい、どちらも危機管理の方策として、重要なキーワ

ー ドとなっている。

緊急事態に対処するためには、首尾一貫した戦略と臨機応変な戦術が求められる。まず、全教

職員が最終日標をきちんと把握する必要がある。この目標に向けて、機に応 じた短期的な戦術を

練っていくことになるЭ

⑤ 組織の役害J分担を明確にする
学校の組織特性は危機管理に不利であると言われるが、実際の危機に臨んではそんなことを言

つてはいらない。教職員一人ひとりが組織の一員であるとの自覚をもつて、組織的対応に徹する

ことが何よりもZ、要なことである。

⑥ 児童生徒等の暴力行為への対処
暴力行為とは、生徒間暴力、対教師暴力、校外の生徒等に対する暴力、器物破損等をいう。暴

力行為は、生徒の問題行動の中でも学校において発生する危機である。暴力行為の発生は突然の

場合もあるが、発生にいたる予兆 t)必ずある。暴力行為の発生しそうな場面では、校長をはじめ

教職員は腹を据えて、生徒としっかりと問合いをとった上で対処するZ、要がある。

⑦ いじめへの対処
いじめの対策は、生徒指導 Lの問題であるが、いじめられている子どもの心身の安全がおびや
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かされている場合もあるので、危機管理の対象 ととらえ、学校側の素早い対応が求められる。い

じめられている子 どもの存在は、学校の安全がおびやかされている証 とみてよい。早急にい じめ

られている子 どもを救いいじめを沈静化 しなければならない。生徒指導上では学校全体でいじめ

の解消に向けて指導を徹底 させる。いじめが発生 しないように、校内を巡視 し、いじめの現場に

遭遇 した場合には、教師は身を挺 してでも、い じめ行為を阻止しなければならない。

③ 学校事故への対処

授業時間中、たとえば体育、理科の実験等で生徒がけがをした場合、養護教諭 と連携 し、ただ

ちに応急処置をするとともに、病院への搬送、保護者への連絡等を速やかに行 うことが必要であ

る。また、事故発生の経緯、事故発生後の処置等については、詳細に記録 しておき、教育委員会

をはじめ関係機関、当該児童生徒 0保護者への事後の説明を入念に行 うことが肝要である。また

保護者に対 しては誠心誠意の対応が求められる。

⑨ 問題を抱える保護者への対処
近時、理不尽な無理難題を学校側に突き付けた り、学校行事等で迷惑行為を平気で行 う保護者、

いわゆる [モ ンスターペアレン ト]への対応に苦闘する教職員は少なくない。保護者 との対応に

当たっては、日常のコミュニケーションをしっか りととり、相互の人間的な理解 と信頼関係を構

築 していく。常 日頃の連絡を密にとり、理解を求めることが必要である。保護者からも心服 され

る教職員をめざすことが望まれる。

⑩ 教師の体罰行為への対処

体罰は学校教育法第11条の但 し書き規定の中で禁止 されている。教師がいかなる理由があろう

とも「有形力」の行使である 「殴る・蹴る 。たたく」等の行為を行つた場合には、法律に違反す

る行為である。ただ し、教師が生徒からの加害行為としての暴力行為を受けそ うになった り、い

じめを阻止 した りするために「有形力」を行使することは、刑法でい う緊急避難措置 としての「正

当防衛」であり認められる。その旨も教職員は理解 しておく必要がある。

(2)危機の再発・防止 :危機発生の経験を生かす体制づくり 0研修・訓練
学校は、万一危機が発生 した場合には、再び同じような危機が起こらないように再発防止の手

段を講 じておく。発生 して しまった危機に対 して、再発を防止するためにも、その発生の経験を

活かして「学校安全計画」を見直 し、「学校危機管理マニュアル」の改訂を行い、要領を具体化す

る訓練プログラムを策定し、定常的に研修を行 うことが大切である。

また危機発生を経験 した校長や教職員は、その時の心理状態がどうであつたか、「いざとい うと

き」の心の状態を経験 しているので、日常の中で 「いざとい うとき」を想定 した心の平静さを保

つ トレーニングを積むことが大事である。

児童生徒がナイフ (刃物)等 を学校に持ち込んで事件を起こした場合には、「持ち物検査」を徹

底的に実施 し、ナイフ販売店への生徒への販売自粛の要請、適切なナイフ (刃物)の使用の徹底

指導を行 うことが必要である。

生徒の問題行動は、教職員 と生徒 との信頼関係の欠如によつて起こるものであり、人間関係づ

くりや教師のスキル (リ ーダーシップのスキル、 リサーチのスキル)の 向 上1が求められる。

学校は、 PTAの 協力のもとに、家庭・地域の関係機関・団体等との連携、安全・安心のため
のメール配信システムの導入や、通学安全マップづくり等も行 うことが求められる。

危機の再発防止では、教職員の危機管理意識の向上と危機に対処する具体的な行動力を高める
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ための、より実践的な研修 0防犯教室などの開催が求められる。そして、児童生徒に対 しても、

発達段階に応 じた、防犯教室等の開催による安全教育により、危機予知能力や危機回避能力、危

機対処能力を高めることが肝要である。

V 学校 危機 の実 態

危機は予期せぬ重大な事件、事故や災害等によって引き起こされる問題解決上の危機的事態の

みに限らない。子どもたちは成長の過程において、次のような多様な危機へ遭遇する可能性が高

いことを認識しておく必、要がある。

① 問題解決上の危機 (事件、事故、災害、病気等)
② 人生における過渡期の危機 (新人学、転校、休 0退学、卒業、転居、別居等)
③ 成熟上・発達上の危機 (青年期の自我同一性混乱等)
④  トラウマ (心の傷)と なるストレスによる危機 (事件・事故・災害等による不安と恐怖体験、
死や離婚による喪失体験、いじめや虐待による傷つき体験等)

⑤ 精神病理によつて引き起こされる危機 (精神的な病や薬物・中毒等 )
また、児童・生徒と教職員にかかわる危機の内容は、次に示すように多様である。その危機の

被害が及ぶ規模の大きさから、便宜的に次の三つのレベルに分ける。

(1)個 人レベルの危機

不登校、家出、虐待、性的被害、家庭崩壊、自殺企図、病気、教師バーンアウト、家族の不幸

な出来事 (事故・事件・病気・死亡等)等

(2)学校レベルの危機
いじめ、学級崩lk―、校内暴力、器物損壊、校内事故、自殺、集団薬物乱用、熱中症、感染症 (集

団インフルエンザ等)、 食中毒、保護者と学校間の トラブル等

(3)地域社会レベルの危機

殺傷事件、自然災害 (震災、風・雪・水害等)、 火災 (放火)、 環境汚染 (公害)、 誘拐・脅迫事

件、窃盗・暴力事件、 IT被害、教師の不祥事等

Ⅵ  危機 対応へ の実践 課題 6

危機はどの学校においても起こる可能性が高いとの認識のもとに、各学校においては次のよう

な危機対応の実践的課題へ早急に取り組むZ、要がある。

(1)命 の尊さを実感する教育の徹底

学校危機へ積極的に取り組む前提条件として、日々の教育活動において 「人の命の尊さ」を実

感する教育を徹底することが望まれる。つまり学校危機対応への実践的取組みは、まずは「命の

教育」をテーマに 「生きる力と心の教育」の授業実践を基盤に、全教職員の共通認識のもとに、

安全教育と危機管理へ着手することが肝心である。
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(2)危機意識の向上

教職員を中心に児童生徒・保護者および地域社会の人々を含め、社会全体の危機意識を高め、

危機管理 と安全教育への一層の関心を促進する。日常的に報道される子どもに関する事件や事故、

災害の最新情報を随時教職員へ通達 し、必ヽ要に応 じ子どもや保護者へも知 らせ、学校関係者の危

機意識の向上を図 り、危機への予防的対応に万全を期す。

(3)危機対応実践マニュアルの作成 と活用

各学校の地理的・環境的立地条件、学校施設・設備の整備状況、校種 と学校規模 (全校児童生

徒数と教職員数 )、 学校 と保護者・地域 との連携の実情等のそれぞれの実態に即 した学校独自の危

機対応実践マニュアルを作成 し、学校全体へ危機対応の実践的モデルの周知徹底を図る。危機を

未然に防ぐにはどのような備えが必要か。危機の被害を最小限度にくい止めるための緊急の危機

対応をどうするか。危機から完全に回復するための中長期的な事後対応はどうすればよいのか。

危機の事前、発生時、事後における適切かつ迅速な対応のために、各学校固有のマニュアルの作

成 とその活用は欠かせない。

(4)校内の危機対応チームの組織化 と役害J分担

校務分掌に沿った校内の危機対応チームを組織 し、各教職員の役害1分担を決め、危機対応への

組織体制を整える必要がある。危機への備えとして、管理職 (校長 0教頭)の指揮 と統制のもと

に、管理職を補佐あるいは代行する教務担当、全校児童生徒の安全確保を実践的に指導する生徒

指導担当、学年・学級の児童生徒の安全確保に努める学年・学級担任、被害児童生徒の身体的・

精神的ケアに従事する養護・保健・カウンセ リング (教育相談)担 当、保護者や地域等学校外 と
の電話連絡や教員を補助する事務担当職員等によって構成される校内危機対応チームの組織化が

急がれる。また、従来の校務分掌に主任クラスの「危機管理・安全教育担当」を新たに位置付け、

学校の危機管理 と安全教育に関する専門的な訓練を受けた危機への実践的経験の豊かな教職員を

配属することが将来的に望まれる。

(5)保護者 との連携 と協力関係の強化

個々の子 どもの安全を守るには、それぞれの保護者の強力な支援が必要である。子どもにかか

わる事件や事故は必ず しも学校内で起こるとは限らない。また、その発生の原因も学校、家庭、

地域社会と複雑な要因が絡んでいる場合が多い。それ故に、学校危機への予防と事後対応におけ

る保護者の協力と支援は2、要不可欠である。特に危機への予防的対応 としての保護者中心の地域

防犯ボランティア活動等の積極的な協力が今後大いに期待 される。また、危機への事後対応 とし

て、家庭における被害児童生徒への家族によるまさに親身のケアは、子どもが危機から早期に回

復するための有力な支援 として欠かせないc

(6)学校外の地域の危機救援機関との連携の強化
複数の学校を所轄する学区教育委員会 (市郡町村)と 地域の警察署、消防署、警備保障会社、

少年補導センター、学区自治会、学区 PTA連 合会、救急医療機関、精神保健福祉センター、保
健所、児童相談所、カウンセ リング・電話相談機関等の地域の専門機関との緊急連絡網を整備 し

機能的な連携を強化する必、要がある。 また、各地区の教育委員会に学校危機対応の訓練を受けた
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専門教職員 (主事)を配置 し、所轄の学校からの要請があれば、いつでも当該校へ出向し専門的
な支援を行 う学校外危機支援組織体制の整備が望まれる。

(7)校内施設の安全点検 と警備態勢の強化
事故や事件に繋がる可能性がノい配 される校内の危険箇所や危険対象を厳重にチェックし、施設

や設備等のハー ド面を中心に安全管理体制について徹底 して整備する必要がある。特に外部から

の不審者に対する厳重な警備態勢の強化が求められる。なお、近年「聞かれた学校」をテーマに、

地域への学校の開放 と同時に地域 との連携の強化を推進 してきた学校にとって、部外者への厳重

な警戒態勢の強化は、一見矛盾を学んだ難題かも知れない。つまり、現実問題 として、地域へ学

校を開放 しながら地域の不法な侵入者から子どもたちの安全を守る重大な責務を学校は担ってい

るのである。そこで、学校の危機管理 と安全教育は、地域 との強力な連携を前提に「開いて守る」

スタンスを基本に今後推進 していく必要がある。

(8)危機対応校内研修の実施
危機対応のための教職員の知識 と実践力を高めるための校内研修を定期的に実施する。学校危

機についての意識の向上を図 り、基本的な知識 と技能を習得するための専門家による講義や演習

を実施する。また、救急処置法や心のケアのための基本的スキルの実地訓練を目的に、全教職員

を対象に、心肺蘇生法、応急止血法、骨折の応急手当、心を癒すためのグリーフ 0ワ ーク (喪の

作業 )、 危機カウンセ リングの基本技法等の体験的学習を実施する必、要がある。さらに、児童生徒

への安全教育を実践するためのカリキュラムの内容や教材の開発、指導実践技法等を修得するた

めの教師研修の実施 も必要である。

(9)安全教育としての危機対応実地訓練の実施
自校の学校危機対応マニュアルに沿って、全校児童生徒 と教職員が一体 となって危機対応のた

めの予防的実地訓練を計画 し、体験的安全教育を実施する。子どもが自らの安全と仲間の安全を

守るための安全教育として、いじめ防止プログラムや暴力防止プログラムおよび虐待防止プログ

ラム等による危機時の被害防止や避難のための実地訓練、負傷時の救命救急処置等の体験的学習

の実施が望まれる。

最後に、「危機」はその語源が示す とお り、生死にかかわるきわめて危険な状態を意味すると同

時に、その危機を克服することによつてよい方向へ転換する機会 (チ ャンス)の意も含んでいる。

それ故に、危機の被害を最小限にくい止め事態が好転する機会として活かすためにも、保護者や

地域 との密接な連携の下に、子 どもの危機への全教職員の積極的かつ前向きな事前の予防的対応

に重点をおいた取 り組みこそが危機対応の基本と言える。

Ⅶ 生徒指導の指導例 7

最近、学校の危機管理、特に生徒指導の危機管理が多く議論されるようになってきた。

かつては、「学校のことには口出ししない」雰囲気があったが、今では、教育情報の開示・公開

請求や教育に関する訴訟の増加に象徴 されるように、そ うした 「聖域論」は排 され、教育課程の
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実施や教職員の服務・職務上の問題にまで関心が向けられるようになり社会の厳 しい非難の矢面

に立たされることになった。今、まさに生徒指導の危機管理の重要性が叫ばれている理由がここ

にある。

「生徒指導論」の講義で、学校運営のなかで起きるさまざまな危機的な問題を (事例)の かた

ちに構成 し、そのなかに含まれている問題点を取 り Lげ、(事例〉に即 した (解説)を加えること

にした。 (解説)では、「教育の目」に加えて、「法規の日」、「経営の目」、にモ)配慮 して講義する
事にしている。

(1)指導例  1
九州ルーテル学院大学

(平成 20年  10月

年

21 日 火曜 日 第 3限 )
氏名

課題 4 生徒の家出問題

熊本市内A高校の女子 2年生の家庭から、夜11時 になっても家に帰ってこないとの

が担任にあった。あなたが担任なら、生徒が家出したときどのような点に配慮 して、

動きますか ?

1.親 に対 して     2.ク ラスの生徒に対 して

3.警察に対 して    4。 実際の捜索の体制について
5.発見されて帰ってきた生徒の指導について

解答例

【1】 家出の原因

準備段階 (真因)

保護者の養育態度 (過干渉、放任 )

家庭内の人間関係 (不和、葛藤 )

学校・家庭不適応 (居場所のなさ)

不安や悩み (進路、学業、対人)

青少年の発達課題 (自 由独立欲求 )

【2】 家出のパーターン

逃避・反抗型 000家庭内にいることの嫌悪感。学校生活等、現実からの逃避。
欲求志向型・・・・独立ノい・冒険心や性的欲求の充足。自らの欲求を満たすため。

同調 。同情型 。・・自らは家出の理由を持たないが友人の誘い、同情して。

衝動型 。・ 0000^時 の感情の高ぶり。
無意図型・・ 000特別の意図がなく家出。放浪癖。
【3】 家出の問題プ点

家出そのものは、違法行為でない。ノ色ヽ理的 。経済的に不安定な生活が続く中で、窃盗、

恐喝、性犯罪、薬物乱用、自殺へと進む心配がある。さらに、有害環境に身を置くこと

が多く、自暴自棄感や依存心の高まりも手伝って、犯罪等の被害になる危険性が極めて

高い。

【4】 親に対して

親との連絡窓口は担任に絞る。保護者との連絡は密にして、親の心を開かせて、生徒

話
　
ンつ

帝電
　
ど

直接動機 (誘因 )

叱責非難 (体罰、虐待、叱責 )

失敗体験 (入試失敗、失恋、外傷体験 )

喪失体験 (肉親の死、大切な物の紛失 )

欲望肥大 (異性 との接近、金銭の獲得 )

誘惑・強制・恐怖からの逃避
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の家出の原因に深 くメスを入れる。子供が家に帰って来た時の準備をしておく

【5】 クラスの生徒に対して

感受性の強い青年期の生徒たちには、基本的には話さない。家出生徒の友人、グルー

プの中から一人一人呼んで聞き出す。当然、管理職 0学年主任・生徒指導主任などに相

談する。家出が長くなったら状況を見て生徒に話す。

【6】 警察に対して

他の機関への対応は、当然生徒指導部である。捜索願いは保護者が提出する。

巻き込まれたれ、自殺のおそれがある場合は 「特異家出人」として迅速な発見

期待される。

【7】 実際の捜査の体制について

情報提供の呼びかけ 学校内 (級友、部活動仲間 )

地域等 (青少年などの健全育成団、 PTA)

他校 との交友関係 (携帯電話等の友人) 教育相談の継
本人の悩み、親子関係、円滑な受け入れ

0情報の集約 と整理、関係機関との窓口

犯罪に

保護が

続・・ 。00家出の原因、

校内体制の確認 000

トロール

関係生徒の指導、捜索活動の実施、適応指導の計画

宿泊場所の推定、交友関係の追跡、卒業生の協力

青少年育成協議会 との連携、街頭補導の参加

【8】 帰宅後の指導

自ら悩み、傷ついた生徒にそれ以上傷を与えないようにする。

* 家出中に起きた問題 0課題の解決
* 家庭・学校への適応を援助
* 再発防止に向けた個別指導の充実

(2)指導例 2

課題  9 犬に気を取 られ、登校途中の児童の列に突っ込んだ先生の車
熊本市内のA高等学校に務めるK教諭は勤続 10年 のベテランである。 A教諭が通勤の

途中、犬が急に出てきたので、避けようと思って急ハン ドルを切 り、登校中の小学生の

列に突っ込んだ。死亡 2名 、重軽傷者 5名 を出した。この結果、「業務上過失致死傷、重

過失致死傷 (刑法211条 )」 に問われた。

1。 事故の報告はどのようにするか。

2.教員の欠格条項はどうなっているか。
3。 懲戒処分の種類 と事由はどうなっているか

例

】 事故報告 (教育委員会への報告) 熊本県立学校管理規則27条

教職員・生徒・その他風水害・火事など学校に関する事故が発生 した場合は、校長

は速やかに教育委員会に報告する。

事故発生を知ると同時にまず電話等で連絡する。続いて 「事故速報」などで中間報

告 し、更に 「事故報告」の提出といった手順 となる。

答

１

＊

″
牛
左
鋼
月
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* この間、校長は必要に応じて教育委員会の担当者と随時連絡・協議する。
【2】 欠格条項

* 地方公務員法16条
① 成年被後見人又は被保佐人
② 禁錮以上の刑に処せられ、その執行が終わるまで、またはその執行を受けること
がなくなるまで

③ 懲戒免職の処分を受けて、 2年を経過しない者
④ 憲法の下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党、その他の団体を
結成し、またはこれに加入した者

* 教育職員免許法 5条
① 成年被後見人又は被保佐人
② 禁錮以上の刑に処せられた者
③ 免許状取り上げの処分を受け、当該処分の日から3年を経過しない者  ④ 憲
法の下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党、その他の団体を結成

し、またはこれに加入した者

⑤ 18才未満の者

⑥ 高等学校を卒業してない者、しかし、文部科学大臣が同等以上と認めた場合は除
く

* 学校教育法 9条
① 成年被後見人又は被保佐人
② 禁錮以上の刑に処せられ、その執行が終わるまで、またはその執行を受けること
がなくなるまで

③ 懲戒免職の処分を受けて、 3年を経過 しない者
④ 憲法の下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党、その他の団体を
結成し、またはこれに加入した者

* 禁固以上の刑が場合や免許状が失効した場合は教員の職は無くなる (交通事故も含
む)ただし、禁錮以上の刑が確定した場合で、控訴中の場合は失職 しない。

【3】 懲戒処分は4種類・・・地方公務員法29条①

① 法令違反行為
② 職務上の義務違反 0職務違反
③  フトイ〒

戒告  職員の服務義務の責任を確認 し、その将来を戒める処分
{ボーナス 1/10減額、 3月 延伸、履歴書記載 }

減給  一定の期間、給料の一定額を減ずる処分
{1日 ～ 6月 ・・・給料の 1/10以 下を減ずる

ボーナス 2/10減額、3月 延伸、履歴書記載 }

停職  職員を一定期間、職務に従事させない処分
{1日 ～ 6月 ・・ 0職務に従事しない、給与は支給しない

ボーナス 3/10減額、6月 延伸、履歴書記載 }

免職  職員としての地位を失わせる処分
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{退職金の支給はない }

* { }内 は、 熊本県職員の懲戒に関する条例 (p.757)に よる。
* いずれ t)、 その理由を示し、文書で行 う。
【4】 訓告処分、諭旨免職の性格

懲戒処分の 4種類以外に、事実 Lの措置として訓告・厳重注意・夕台末書の提出等がある。
* 訓告 「上司が一般的な監督権に基づき、部下の義務違反行為を指摘 して将来

を戒めた行政 Lの措置にすぎず、懲戒処分ではない」 (1964年 (昭 39.3

長野地裁)と され、制裁的実質を備えないものである限 り許 されるとさ

れている。地位・職務に影響 した り経済上の不利益にならない

懲戒処分には含まれない。

職員の非違により勧奨を受けて退職すること。退職手当に制限を加え

る。本来なら懲戒免職に相当する所、本人に退職を勧奨 し、本人が反省

の意を込めて辞職を申し出た場合にはこれを受理 して依願退職を認め

ることG

Ⅷ ま と め

危機管理にあたって大切なことは、 日常における教育的諸現象をしっか りと洞察することであ

る。特に現象面のみにとらわれず、現象化されていない本質を見抜 くこと、目に見えないものを

見抜 く力が必ヽ要 となる。児童生徒理解にこのことがよく当てはり、現象に隠された本質的な意味

を理解することが肝要である。また、日常の現象を多面的、多角的にとらえることも求められる。

校長および教職員は、児童生徒等の真実性を見抜 くことが必、要である。生徒が 「真実の自己」

で教師をはじめ周 りの人に接するように導いていくことが肝要である。そのためにも、校長およ

び教職員が、「自らを欺かず」、誠を尽 くし、「真実の自己」で児童生徒をはじめ(保護者、地域住

民に接することが求められるの

危機管理では、リーダーには、「応機」の力が求められる。すなわち前に見える「機」の動き方

を察 し、それに応ずることである。「機」とは簡単にいえば機会であり、それは現象化される。し

かし、現象化された機会をとらえたのでは遅い。現象化される前にその 「兆 し」をとらえて、対

処することが必ヽ要 となる。物事において何事にもよらず現象化される 「機」は、その現れる前に

「兆し」を示す ものである。その 「兆 し」によって示される 「機」の動き方を十分に察 した うえ

で、現象化される 「機」を迎え入れ、これに対処することが肝要である。危機の未然防止・危機

の初期対応には「機」についての分析が欠かせない。「危機の予兆」を察知 し、危機が発生 (現象

化)する前にその対応策を図るJZ、要がある。

学校において生徒が起こした問題行動に焦点を当ててみると。生徒が起こした問題行動は現象

として生 じたことである。 しかし、生徒はその行動を起こす前に、現象化されない変化を示 して
いるはずである。それを察知することが大切である。そのためにも、平素の児童生徒の状況に気

を配 り、些細な変化 も見逃 さず、その変化の原因をつきとめて改善を図ることが大切である。

常日頃の小さいことをゆるがせにせず、危機の発生を予測 し未然に防止する先見性 と洞察力、
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これ らは 「危機に対する感性」ともいわれるものであり、危機管理能力の中でもつとも重視 され

る。

学校の危機管理にあたっては、学校安全計画および 「学校危機管理マニュアル」の作成のもと

に、危機管理のための校内体制を確立 し、平常時において絶えずその機動性を担保 し、想定外の

事柄に対応することが必要である。「悲観的に準備 し、楽観的に実施せ よ」
8(Prepare for the

Worst)「 次発装填」
9(reload)と いわれるように、到来する危機に対応するためには、危機への

入念な備えが必要となる。

危機発生時には校長の迅速かつ的確な意志決定能力および決断力が求められる。それは、危機

管理を左右する重要な能力であるc「いざとい うとき」に的確な判断を下し、それを実行に移せな

ければならない。「いざとい うとき」に動揺せず、冷静に対処できる平常心 も求められる。そのた

めにも平常時における心の持ち方が重要となる。「常在戦場」とい う言葉があるが、校長はこのよ

うな気持ちで 日々の教育計両活動に望むべきである。

又、学校の危機管理に当たっては、危機発生を想定 した [悲観的な準備]や 「次発装填」の思
想も必要であるが、学校は本来、子 どもにとっても保護者にとっても、地域の人々にとっても楽

しい場所であるべきである、危機管理のために汲々とした雰囲気のみられる学校は楽 しい場所 と

は言い難い。

学校は楽 しいところ、安 らぎを求めるところ、人間の成長発達に貢献するところである。たえ

ず危機におびえ、「がちがち」の状態で学校が開校 されているのは望ましくない。あくまでも自然

体で、違和感なく、校長はじめ教職員 と児童生徒、そ して学校 と地域 とが調和 し、一体感のある

雰囲気が醸 し出されていることが何より大切である。それでいて一点の隙もない。

学校の開放的な雰囲気の中に、危機の入 り込む余地のないような常 日頃の学校内外のコミュニ

ケーション、地域 との連携の力を高めること、学校組織内の教職員間はもとより教職員 と児童生

徒 との信頼関係、学校 と保護者および地域 との信頼関係の構築が何よりも大切である。そのため

には、校長、教頭はもとより教職員一人ひとりの危機意識が高まり、危機に対する感性が磨かれ

てお り、またそれゆえに常 日頃の安心・安全な雰囲気、楽 しい雰囲気をつくりだす。研修 と トレ

ーニングがよく行われている学校組織は、ゆった りと構えているような雰囲気がただよっている、

そ うい う学校づくりが望まれる。

最後に、学校の危機管理には、校長および教職員のメンタルヘルスが保持 されていること、す

なわち 「ノいの危機管理」が十分になされていることが大前提 となることも付言 しておきたい。
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